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第１章 総則

（趣旨）

第１条 この訓令は、調達物品等の予定価格の算定基準に

関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第３５号。以下「算

定基準訓令」という。）第７２条に基づき、防衛装備庁

における中央調達（装備品等及び役務の調達実施に関す

る訓令（昭和４９年防衛庁訓令第４号。以下「調達実施

訓令」という。）第３条に規定する装備品等及び役務の

調達をいう。）に係る算定事務（予定価格の算定に必要

となる調査及び予定価格の算定並びにこれに付帯する事

務をいう。）に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条 この訓令において用いる用語の意義は、調達実施

訓令及び調達物品等の予定価格の算定基準に関する訓令

の解釈及び運用について（防経装第８９２７号。２５．

６．２６）に定めるもののほか、それぞれ次の各号に定

めるところによる。

⑴ 長官 防衛装備庁長官をいう。



⑵ 地方防衛局長等 北海道防衛局長、北関東防衛局長

、南関東防衛局長、近畿中部防衛局長、中国四国防衛

局長、沖縄防衛局長、東海防衛支局長、長崎防衛支局

長、郡山防衛事務所長、宇都宮防衛事務所長、舞鶴防

衛事務所長、岐阜防衛事務所長及び玉野防衛事務所長

をいう。

⑶ 原価監査事務訓令 防衛装備庁における原価監査事

務に関する訓令（平成２７年防衛装備庁訓令第３６号

）をいう。

⑷ 契約条項等 契約条項その他契約関係書類をいう。

⑸ 調達実施計画 調達実施訓令第１０条に規定する調

達実施計画をいう。

（防衛大臣の承認を必要とする事項）

第３条 調達管理部長は、算定基準訓令第７０条又は第７

２条の規定に基づき、あらかじめ防衛大臣の承認を受け

ることとなっている事項については、防衛大臣の承認を

受けるための申請書類を作成し、長官の決裁を受けるも

のとする。



第２章 調査

第１節 価格調査

（価格調査実施計画の作成）

第４条 調達管理部長は、調達実施計画に基づき、調達物

品等及び調達物品等を構成する品目等のうち、価格調査

の必要があると認めるもの及び調査条件について、調達

事業部長と協議の上、当該年度における価格調査を実施

するため、必要な事項を記載した価格調査実施計画を年

度当初に作成するものとする。

（価格調査の実施）

第５条 調達管理部長は、前条に規定する価格調査実施計

画に基づき、市場価格及び当該市場価格の変動に関連す

る種々の経済指標に関する事項について調査するものと

する。

２ 調達管理部長は、調査した結果を記載した価格調査報

告書を作成するものとする。

（計画外の価格調査）

第６条 調達管理部長は、調達事業部長から価格調査実施



計画にある品目等以外の品目等について価格調査を依頼

された場合又は価格調査実施計画にある品目等について

調査条件を指定して特別な価格調査を依頼された場合に

は、その実施の可否について調達事業部長と協議の上、

価格調査を実施するものとする。

（価格調査の特例）

第７条 調達管理部長は、価格調査の実施に当たり、調査

条件の特性又は調査実施上の理由により、調達事業部長

又は地方防衛局長等に調査を依頼することが適当と認め

られる場合には、当該調査を依頼することができる。

２ 調達事業部長及び地方防衛局長等は、前項の依頼によ

り調査を行った場合には、当該調査結果を調達管理部長

に通知するものとする。

第２節 経費率調査

（経費率の算定等実施計画の作成）

第８条 調達管理部長は、調達実施計画に基づき、調達の

相手方となる事業者が行う事業について調達事業部長と

協議の上、必要があると認めるものについて当該年度に



おける経費率の算定又は設定（以下「算定等」という。

）を実施するために必要な事項を記載した経費率の算定

等実施計画を年度当初に作成するものとする。

２ 調達管理部長は、前項で作成した経費率の算定等実施

計画の写しを調達事業部長及び地方防衛局長等に送付す

るものとする。

（経費率調査の実施等）

第９条 調達管理部長は、前条に規定する経費率の算定等

実施計画に基づき、必要な調査を行うとともに経費率の

算定等を実施し、調達事業部長に調査した資料及び算定

等の結果を送付するものとする。

２ 調達事業部長は、前項に基づく資料等の送付を受けた

場合は、経費率の算定等の対象となった事業名、算定等

の結果その他必要な事項を記載した経費率算定調書を作

成するとともに、算定基準訓令に規定する計算項目及び

計算要素と事業基準との関係がわかる資料を作成し、調

達管理部長の審査を経て、長官の承認を受けるものとす

る。



３ 調達事業部長は、前項の長官の承認を受けた場合には

、当該経費率算定調書及び算定基準訓令に規定する計算

項目及び計算要素と事業基準との関係がわかる資料の写

しを調達管理部長及び地方防衛局長等に送付するものと

する。

（計画外の経費率の算定等）

第１０条 調達管理部長は、調達事業部長から経費率の算

定等実施計画以外の事業について経費率の算定等を依頼

された場合には、その実施の可否について調達事業部長

と協議の上、経費率調査を実施するものとする。

（経費率の再算定等）

第１１条 調達事業部長は、経費率の適用に当たり、当該

経費率を適用することが適当でないと認める場合又は経

費率の算定等の対象となった事業の事業者から再調査の

申出があり、再調査を必要と認める場合には、当該経費

率の適用を保留し、調達管理部長に通知するものとする。

２ 調達管理部長は、前項の通知を受けた場合には、直ち

にその旨を地方防衛局長等に対して通知するものとする。



３ 調達管理部長は、第１項の規定の通知を受け、当該経

費率の再算定又は再設定（以下この条において「再算定

等」という。）を行う必要があると認める場合には、再

調査を行うとともに経費率の再算定等を実施し、調達事

業部長に再調査した資料及び算定等の結果を送付するも

のとする。

４ 調達事業部長は、前項の規定により必要な資料等の送

付を受けた場合には、経費率の算定等の対象となった事

業名、算定等の結果その他必要な事項を記載した経費率

算定調書を作成し、調達管理部長の審査を経て、長官の

承認を受けるものとする。

５ 調達事業部長は、前項の長官の承認を受けた場合には

、当該経費率算定調書の写しを調達管理部長及び地方防

衛局長等に送付するものとする。

第３節 原価調査

（原価調査実施計画の作成）

第１２条 調達事業部長は、調達実施計画に基づき、当該

年度に原価調査を実施するための原価調査実施計画を年



度当初に作成するものとする。

（原価調査の実施）

第１３条 調達事業部長は、前条に規定する原価調査実施

計画に基づき、調査対象となる契約ごとに、原価調査の

範囲、原価調査の期間その他必要な事項を記載した原価

調査実施要領を作成し原価調査を実施するものとする。

（計画外の原価調査）

第１４条 調達事業部長は、原価調査実施計画にある契約

以外の契約に原価調査が必要と認める場合には、当該計

画を修正の上、原価調査を実施するものとする。

２ 前条の規定は、前項の規定により原価調査を実施する

場合について準用する。

（原価調査の特例）

第１５条 調達事業部長は、原価調査の実施に当たり、調

査条件の特性又は調査実施上の理由により調達管理部長

又は地方防衛局長等に調査を依頼することが適当と認め

られる場合には、当該調査を依頼することができる。

２ 調達管理部長及び地方防衛局長等は、前項の依頼によ



り調査を行った場合には、当該調査結果を調達事業部長

に通知するものとする。

（契約相手方への通知）

第１６条 調達事業部長は、原価調査を行う場合には、あ

らかじめ契約相手方に対し原価調査を行う旨を通知する

ものとする。

２ 前条に規定する依頼により調達管理部長又は地方防衛

局長等が調査を行う場合には、前項の「調達事業部長」

とあるのは「調達管理部長又は地方防衛局長等」と読み

替えるものとする。

（原価調査実施不能の場合の処理）

第１７条 調達事業部長は、契約相手方の拒否又はその他

の理由により原価調査の全部又は一部の調査を実施でき

ない場合には、速やかに長官に報告するものとする。

２ 調達管理部長又は地方防衛局長等は、第１５条第１項

に規定する依頼により原価調査を実施する場合において

、契約相手方の拒否又はその他の理由により原価調査の

全部又は一部が実施できないときは、前項に準じて速や



かに調達事業部長に通知するものとする。

３ 調達事業部長は、前項の通知を受けた場合には、速や

かに長官に報告するものとする。

（紛争が生じた場合の処理）

第１８条 調達事業部長は、原価調査の実施に当たり、契

約相手方と紛争が生じた場合には、紛争を生じた契約、

紛争を生じた事項、紛争の原因その他必要な事項を記載

した紛争発生通知書を作成し、速やかに長官に報告する

ものとする。

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定により紛

争発生通知書を作成し、長官に報告する場合について準

用する。この場合において、前条第２項中「契約相手方

の拒否又はその他の理由により原価調査の全部又は一部

の調査が実施できないときは」とあるのは「原価調査の

実施に当たり、契約相手方と紛争が生じた場合には、紛

争を生じた契約、紛争を生じた事項、紛争の原因その他

必要な事項を記載した紛争発生通知書を作成し、速やか

に」と読み替えるものとする。



（原価調査に係る委任規定）

第１９条 この節に定めるもののほか、原価調査の実施に

係る細部事項は、調達管理部長の定めるところによる。

第４節 資料調査

（見積資料等の徴取）

第２０条 調達事業部長は、必要に応じて、予定価格の算

定に当たって適当と認められる相手方を選定し、見積価

格計算書その他見積資料（以下「見積資料等」という。

）を徴取するものとする。

（資料調査の実施）

第２１条 調達事業部長は、必要に応じて、原価調査の結

果、見積資料等又は原価監査事務訓令第１３条第１項の

原価監査報告書その他の資料について、実地に調査及び

確認を行うものとする。

２ 調達事業部長は、前項の調査及び確認の全部又は一部

を調達管理部長又は地方防衛局長等に依頼することがで

きる。

３ 調達管理部長又は地方防衛局長等は、前項の規定によ



り調査及び確認を行った場合には、その結果を調達事業

部長に通知するものとする。

４ 調達管理部長又は地方防衛局長等が、調査の相手方の

拒否その他の理由により第２項の規定により依頼された

調査及び確認の全部又は一部を実施できない場合には、

その旨を調達事業部長に通知するものとする。

５ 調達事業部長は、前項の通知を受けた場合には、対応

方針を決定し、調達管理部長又は地方防衛局長等に通知

するものとする。

第３章 予定価格の算定

（予定価格の算定）

第２２条 調達事業部長は、調達要求に応じて計算価格を

計算し、当該計算価格を基準に予定価格を算定するもの

とする。

２ 調達事業部長は、前項の予定価格を記載した予定価格

調書その他必要な書類を作成し、担当官（防衛装備庁に

おける契約事務に関する訓令（平成２７年防衛装備庁訓

令第３４号）第２条に規定する担当官をいう。）の決裁



を受けるものとする。

（特殊なものの処理）

第２３条 調達事業部長は、調達要求が変更された場合の

ほか、契約条項等に基づき必要となる調書又は計算書を

作成するものとする。

第４章 原価計算要領等の確認

（原価計算要領等の確認）

第２４条 調達事業部長は、契約相手方から、契約条項等

に基づき、事業の原価計算要領その他の会計規定（第２

項において「原価計算要領等」という。）について確認

を受けるための申請があった場合には、その内容を検討

し、調達管理部長と協議の上、必要があると認めるとき

は条件を付し、確認するものとする。

２ 前項の規定は、契約相手方から、契約条項等に基づき

、原価計算要領等の変更について承認を受けるための申

請があった場合について準用する。この場合において、

「確認」とあるものは「承認」と読み替えるものとする。

（原価計算要領等の確認の特例）



第２５条 調達事業部長は、前条の検討に当たり、必要が

あると認める場合には、地方防衛局長等に調査を実施さ

せることができる。

２ 地方防衛局長等は、前項の規定により調達事業部長か

ら調査を命ぜられた場合には、調査を行い、その結果を

調達事業部長に報告するものとする。

第５章 雑則

（委任規定）

第２６条 この訓令に定めるもののほか、この訓令の実施

に関し必要な事項（第２章第３節に係るものを除く。）

は、調達管理部長又は調達事業部長がそれぞれの所掌に

ついて別に定めるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成２７年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令に基づき別に定める細部実施要領等で規定さ

れる別記様式は、当分の間、予定価格算定事務に関する



達（平成１８年装備本部達第４８号。以下「算定事務達

」という。）に規定された別記様式（別記様式第２３号

、２４号を除く）を適宜修正して使用することができる。

３ この訓令の施行の日前に、算定事務達に規定されてい

た別記様式により既に送付又は提出された書類等につい

ては、この訓令の規定により防衛装備庁に提出されたも

のとみなす。

４ この訓令の施行の日前に、算定事務達の規定より行わ

れた手続は、別段の定めのあるものを除き、この訓令の

規定により行われた手続とみなす。

附 則（令和５年３月３１日庁訓第１０号）

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。


